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■質問１、原油・ナフサ不足対策について 

米国とイランの双方は、即時かつ恒久的な停戦、ホルムズ海峡の開放、今後の交渉の枠組

みについて覚書に合意したと発表されました。この合意を歓迎し、覚書が正式に履行され、

国連憲章と国際法に基づき紛争の最終的な解決につながることを願うものです。 

同時に、原油やナフサ不足による暮らしと経済の影響は、今後も全面的な危機への対策が

求められます。供給不足の実態に寄り添ってより踏み込んだ対策が必要ではないでしょうか。 

私は倉敷市の各商工会議所やいくつかの事業所で、実態や要望をお聞きしてきました。 

「中東情勢の先が見えない中で、ナフサ不足がいつまで続くのかが一番不安。製造業、特

に住宅関係では、塗装やシンナー、シート、ユニットバス・トイレなど、不足と値上げで建

物が立たない、仕事が進まない。」「印刷業ではインクやユポ紙がないので仕事を制限してい

る。」「自動車板金屋でオイルがないので、オイル交換はお得意さんだけに制限している。」

「飲食店ではビニール袋や容器が高くて利益幅が減っている。」など幅広いところに影響が

あることを聴きました。 

そして、「資金繰りの相談も増えつつあることや、コロナ時のゼロゼロ融資の返済に苦労

している業者もあり、これ以上の借り入れは難しくどこまで体力が持つのか厳しい事業者も

ある。M&A も行われている。」なども言われていました。 

また、医療介護の現場では、「ゴム手袋が注文しても在庫が無いといわれた」「ボイラー用

の重油の在庫が減っているといわれた」「資材が値上がりしている」など多岐にわたり影響

が出ていることが分かりました。 

そこでお聞きします。 

資材等が高騰するなか中小企業等では価格転嫁が思うようにいかない実態があるそうで

す。適正な価格転嫁ができるよう啓発徹底を進めていくべきではないでしょうか。また、資

金繰りへの支援として、ゼロゼロ融資の返済猶予やさらなる低利の別枠融資制度が必要では

ないでしょうか。さらに雇用調整助成金の申請について、相談できる専用窓口の設置と届け

出の簡素化と速やかな受給につながる支援が求められます。あわせて産業労働部長のお考え

をお示しください。 

また、医療・介護分野など県民の命と健康に関わる分野へ優先供給し、資材確保をすすめ

ることが必要です。保健医療部長及び子ども・福祉部長のお考えをお示しください。 

また、医療、食料、農業等、生産基盤となる公共性の高い重要分野を選定し、石油製品等

を優先供給すること、また消費税減税やインボイスの廃止、現在の物価上昇分に対応する医

療・介護福祉の報酬の期中改定について、国に求めるようにすべきと考えますが、それぞれ

知事のお考えをお示しください。 

 



■答弁 伊原木知事 

 日本共産党の須増議員の質問にお答えいたします。 

 原油・ナフサ不足対策についてのご質問であります。 

 まず国への要望のうち、石油製品等の優先供給についてでありますが、国では原油調達先

の多角化等により、石油製品等は年度を超えて供給継続が可能としており、目詰まりの解消

も進めていることから、優先供給を国に求める状況にはないと認識しております。 

 次に、消費税減税等についてでありますが、消費税は全世代を対象とする社会保障の充実

と安定等のために必要な財源であり、また、インボイス制度は消費税の複数税率下において

適正な課税を確保するために必要なものであり、国に廃止を求めることは考えておりません。 

 次に、報酬改定についてでありますが、医療機関等における物価上昇などへの対応として、

国において今般の診療報酬改定や介護報酬等の期中改定のほか、令和 7 年度補正予算の医

療介護等支援パッケージによる支援などが行われており、今後、物価動向や医療機関等の経

営実態を注視しつつ、必要に応じて的確に対応することとされております。 

 県では、中東情勢の影響について国に対して全国知事会を通じて必要な対策を適切に講じ

るよう要望を行ったところであり、引き続き、県内医療機関等の状況を注視しながら適切に

対応してまいりたいと存じます。以上でございます。 

 

■答弁 産業労働部長 

 お答えいたします。 

 適正な価格転嫁等についてでありますが、県ではセミナーによる啓発のほか、国の取引駆

け込み寺と連携した相談対応等により、中小企業等の価格転嫁の実現に向けた支援に取り組

んでいるところであります。 

 また、資金繰り支援については、県融資制度に中東情勢緊急対応のメニューを創設すると

ともに、金融機関等に対して事業者の実情に応じた返済猶予等の柔軟な対応を要請している

ところであります。 

 さらに、雇用調整助成金については、要件緩和など事業者支援の措置を講じるよう、全国

知事会を通じて国へ提言したところであり、県としては引き続き、中小企業等に寄り添った

支援に努めてまいりたいと存じます。以上でございます。 

 

■答弁 保健医療部長 

 お答えいたします。 

 医療・介護分野への優先供給等についてでありますが、中東情勢の医療物資等への影響に

関しては、国において医療機関等の状況を把握し、医療用手袋の備蓄放出や流通の目詰まり

解消への取り組みなどが実施されているところであります。 

 県では、医療機器等を扱う卸売事業者の団体から聞き取りを行うなど、継続的に状況を把

握しておりますが、値上げや受注調整が生じている品目があるものの、直ちに供給が滞る状

況にはないと認識しており、引き続き県内医療機関等の状況を注視しながら適切に対応して

まいりたいと存じます。以上でございます。 



■答弁 子ども・福祉部長 

 お答えいたします。 

 医療・介護分野への優先供給等についてであります。 

 県内の介護事業所等から、ゴミ袋や紙おむつについて、従前以上の量を確保することは難

しい、今後の調達難を想定し節約して使用している、などの声はあるものの、介護サービス

の提供に大きな支障が生じているとは聞いていないところであります。 

 介護サービスに必要な物資の確保は全国的な課題と考えており、安定的な供給等について、

全国知事会を通じて国に要望しているところであります。以上でございます。 

 

■再質問 須増議員 

 それぞれありがとうございました。 

 まず雇用調整助成金についてです。この度の停戦合意はあるものの、原油・ナフサ不足の

問題は長期にわたることが予測され、日本が輸入している製油所も 2 割から 3 割破壊され

ているとの報道もあり、絶対量が足りない状況はかなり長期に及ぶと言われています。先ほ

ど影響はないと見込んでいるとのことでしたが、現実の現場では「足りない」という声が上

がっています。本当に困っており、仕事が止まっている事業所もあります。その中で一番要

望が高かったのが雇用調整助成金です。コロナ禍の際にも相談窓口を設置しましたが、手続

きが非常に難しく、中小事業者にとっては煩雑で大変だったという話もありました。そうし

た具体的な相談窓口を設置し、対応していただきたいと考えますが、いかがでしょうか。 

 

■答弁 産業労働部長 

 再質問にお答えいたします。 

 長期に及ぶことを見据えた雇用調整助成金の相談窓口設置についてでございますが、雇用

調整助成金について、現時点では岡山労働局に問い合わせをいたしましても、問い合わせが

特別多くなっている状況ではないと聞いております。県といたしましては、ハローワークが

相談窓口となっておりますので、問い合わせ等に対しては相談窓口であるハローワークを紹

介するなど、適切に対応してまいりたいと存じます。以上でございます。 

 

■再々質問 須増議員 

 ハローワークというと、労働者側の相談窓口だと思うのですが、商工会議所が事業所宛に

行っていたと記憶していますが、そのような対応はできないのでしょうか。 

 

■答弁 産業労働部長 

 再質問にお答えいたします。 

 ハローワークは労働者向けだけでなく、事業主の相談も当然受けております。現時点では

情勢を見まして、まずはハローワークの相談窓口をご利用いただくのが良いと考えておりま

す。以上でございます。 

 



■再質問 須増議員 

 金利が 1％上がると今日のニュースにもあり、物価上昇が相当見込まれる中での原油高と

いうことで、二重三重でかつてないフェーズに入っているんじゃないかという思いもありま

す。国民生活や事業者を支える必要性を強く感じますが、この事態にあって知事は国が言う

とおり影響はないという判断をされているんですけど、現場で実際に起こっている思いとは

乖離があるように先ほどの答弁感じましたが、知事如何ですか。 

 

■答弁 伊原木知事 

 少しニュアンスが異なるかもしれませんが、品不足が全く起きていないと考えているわけ

ではありません。実際に議員が現場で聞かれた声は、現実にそのような事態が起き、困られ

ている状況を反映していると思いますし、私自身も非常に似たような声を聞いています。 

 実際、それが本当に俗に言う目詰まりによるものなのか、それとも実際に足りていないの

か、本当のところはわかりませんが、私自身直感としては両方の側面があるのだろうと思っ

ています。ただ、ありがたいことに、希望的な観測かもしれませんが、合意文書の作成によ

って事態が改善する可能性が出てきました。 

 また、公的機関が介入することによってナフサの生産量自体が増えるわけではありません。

一方からもう一方へ供給を移す際に、意図しない別の問題を引き起こす可能性も十分ありま

す。結局はそれぞれの価格を通じた資源配分というものが元々は非常に効率的であるため、

現時点で国に新たな介入を求める状況にはないと考えているわけであり、決して現場に問題

がないと思っているわけではありません。 

 

■再々質問 須増議員 

 知事、ありがとうございます。認識は一致しているとのことでしたが、やはりこの問題が

長期にわたる可能性について、現時点で一部の住宅メーカーなどで「家が建たない」といっ

た話が結構出ています。一部が今後、長期的な時間枠で捉えた場合、今後はやはり対応をす

べきではないかと考えますが、その点についてはいかがでしょうか。 

 

■答弁 伊原木知事 

 長期という点については、少なくとも二通りの考え方があると思います。 

 一つは、毎月毎月でいえば、備蓄使わずに代替調達をしっかりと行い、必要分量が確保で

きたかという数字は、事態が勃発してからの約 100 日間、この 3 ヶ月ほどで徐々に改善し

てきています。その意味では、毎月備蓄を減らしながら不安とともに突き進んでいくという

状況ではないと考えております。 

 ただ、合意文書といって 60 日間の猶予というのが現時点で報道されている内容ですので

その 60 日間のうちに事態が解決せず、再び対決姿勢に戻ってホルムズ海峡が封鎖されるよ

うな事態になれば、また別の懸念が生じます。事態が解決したわけではない、常に事態を注

視していかなければならないという点では、まだまだ問題は残っていると思っております。 

 



■質問２、医療・介護分野への公的人材紹介について 

 人材紹介による就職 1 件当たりの手数料が 10 年前に比べ医師、介護士、保育士は 2 倍

になり、年間の総額も医師、看護師は 2 倍に、介護職、保育士では 7 倍に急騰し、診療報

酬を引き上げても増額分が人材紹介業界に流れ、現場の職員の待遇改善につながらないと、

各団体から要請が国にも挙がっていると報道されています。人材不足の中で大変な思いで医

療現場で仕事をしてきたけれども、その努力が人材紹介会社に持っていかれるむなしさを理

解してほしいという話を聞きました。 

 国では、財務省が諮問機関である財政制度等審議会において昨年、人材紹介会社の規制強

化について考え方を示しております。 

 医療分野においては、保険料や税金等で賄われている医療機関の経営原資が必要以上に紹

介手数料に流れることにより、更なる保険料の上昇を招くことのないよう、実態を把握の上

で必要な対応を図る必要がある。具体的には、ハローワークや都道府県等を介した公的人材

紹介の充実と併せ、手数料の多寡や定着状況により紹介業者が選別、淘汰される仕組みを推

進し、必要に応じて更なる規制強化を検討すべきである、との考え方が示されました。 

 また、介護分野においても、同様の考え方が示されています。 

 以上のように医療・介護について、都道府県を介した公的人材紹介の充実が求められてい

ます。県内の人材紹介業者の実態把握について、また県として公的人材紹介の充実を進める

際の課題について、保健医療部長及び子ども・福祉部長のお考えをお示しください。 

 

■答弁 保健医療部長 

 お答えいたします。 

 医療・介護分野への公的人材紹介についてのご質問でありますが、国の調査によると、県

内の医療分野における令和 5 年度の就職実績は、ハローワークによるものが 1025 件、そ

れ以外によるものが 686 件となっております。 

 また、国が医療機関等を対象に実施したアンケート調査によると、有料職業紹介事業者利

用時の困りごととして、早期退職や求職者とのミスマッチなどが挙げられており、県内でも

同様の声を聞いているところであります。 

 県ナースセンターの利用拡大に向けては、求職者登録を増やすことが課題と考えており、

SNS 等を活用して認知度向上に努めるとともに、ハローワークとの連携を強化するなど、

今後とも医療機関や求職者と信頼関係を構築しているセンターの強みを活かし、安定的な人

材確保を図ってまいりたいと存じます。以上でございます。 

 

■答弁 子ども・福祉部長 

 お答えいたします。 

 医療・介護分野への公的人材紹介についてのご質問でありますが、介護分野における令和

5 年度の県内の就職実績は、国の調査によると、ハローワークによるものが 2214 件、岡

山県福祉人材センターが 111 件、民間人材紹介等が 382 件となっております。 

 また、県内関係団体の調査によると、約 36%の事業所が人材紹介会社を利用しており、



速やかに人員確保できる、多くの求職者にアプローチできるといったメリットの一方、紹介

料が高い、早期退職が多い等のデメリットを感じているとのことであります。 

 岡山県福祉人材センターでは、求人・求職双方の条件や希望を踏まえ、施設見学等の伴走

支援を行っており、採用内定までに一定の時間を要してしまうことが課題であると考えてお

ります。 

 県としては、採用後の人材定着が重要であることから、双方の意向を踏まえた丁寧なマッ

チングに努めているところであり、こうしたセンターの特徴を周知するとともに、ハローワ

ークとの連携も強化し、安定的な人材確保に努めてまいりたいと存じます。以上でございま

す。 

 

■再質問 須増議員 

 ありがとうございました。転職と高額な紹介料が現場を苦しめていることが、ご報告から

もよく分かりました。 

 実績をお聞きすると、やはり公的な紹介がだんだんと減り、民間の占める割合が増えてい

る傾向にあるのは間違いないと思います。このまま民間の紹介会社が半分以上を占めるよう

になってしまうと本当に大変なんですけれども、まだ規制にまでは至っていないですけど、

これ以上の増加を防ぐためにも、公的な紹介を強化していくべきであるという視点からお聞

きします。現状の報告はいただきましたが、この「強化」という点について、どのようなお

考えをお持ちでしょうか。 

 

■答弁 保健医療部長 

 再質問にお答えいたします。どうやってこの県ナースセンター等を強化していくかという

ところでございます。 

 まずこの民間の有料職業紹介所の強みというところで申しますと、即応性、手軽さ、それ

からその金銭を含めた交渉をしてくれると、そういったところがあるわけですが、裏を返せ

ば、先ほど答弁申し上げました通り、ミスマッチであるとか、離職であるとか、そういった

ところにも関係してくると思っております。 

 どうやってやっていく、強化していくかというところで、1 つには、この求職者の方に対

する周知を行っていく。これは SNS、具体的には X であったり、Facebook、Instagram、

こういったところを行っております。それから病院訪問、こういったところも行っている。 

 あとは、例えば学生さんにどうやってアプローチしていくかとか、そういったところのや

り方もあると。いずれにしましても、周知をしっかりしていく。認知をいただく。数が増え

れば、病院等から見ても使いやすくなるというわけでございますから、そこのところどうい

うやり方があるかというところは、様々な関係者の方のお声を聞きながら、効果的な取り組

みを検討してまいりたいと存じます。以上でございます。 

 

■再質問 須増議員 

 先日、介護事業所のお話を聞いたときに、派遣の方が入ってくるとその方の処遇が良いも



んだし、定時に帰ってまた半年したら辞めてしまうということで、元々いる人たちのモチベ

ーションがダダ下がりっていう、すごいしんどさを訴えられました。本当に深刻だなと、こ

の数字以上の実害があるなという風にも感じました。本当にもうちょっと、先ほどの質問と

同じになるんですけども、もっと強化する、県の紹介を拡大する策はないですか。 

 

■答弁 子ども・福祉部長 

 再質問にお答えいたします。県の取り組みを強化というところでございますが、先ほど答

弁申し上げました岡山県福祉人材センター、こちらの運営の方につきましては、関係機関で

構成します運営委員会というのがございます。その運営委員会の構成の方は、求人側、いわ

ゆる介護の施設側の代表者の方々、それから、教育機関、大学ですとか養成校、そして、労

働局、ハローワークの方々も一緒になってその運営協議会で、どのような取り組みを行って

いくかっていうのを協議しております。 

 そういった中で、昨今やはりハローワークの方からも、民間事業者、紹介事業者のことに

ついて問題提起というのがあったというふうに聞いておりますので、そういう運営協議会の

中でも、これからどうやって福祉人材センターの運営を強化していくかという形での議論が

進んでいくものというふうに思っております。 

 人材センターの方ではこれまでも、職場の見学とか体験ツアー、インターンシップですと

か、県内各地でのミニ就職フェア、それから当然、SNS での相談、ハローワークとの巡回

相談などというものにも取り組んでおりますので、引き続きそれぞれの現場の声も聞きなが

ら、人材センターの充実の方を図っていきたいというふうに思っております。以上でござい

ます。 

 

■要望 須増議員 

 ありがとうございました。介護士も看護師も医療分野も絶対量が足りない。看護学校の定

員率がもう 8 割ぐらいになっているというお話もあります。そういう意味で絶対量が足り

ない中で争奪戦になってるんだけども、民間と公的なのは公的な方が誰が考えても有利だよ

ねっていう、登録する側もそう思えるような仕組みづくりがやっぱり根本的に必要じゃない

かなと思うんです。ですので本当にそういう、登録した人がメリットを感じるようなシステ

ムに、公だからこそできるという取り組みに、強化をしていただきたいと要望いたします。 

 

■質問３、再生可能エネルギーについて 

 日本の一次エネルギー自給率は 2024 年度では 16%といわれています。 

 日本は一次エネルギーの約 8 割が化石燃料によるもので、そのほとんどを海外からの輸

入に依存しており、エネルギー自給率は G7 の中で最も低い水準で、エネルギー安全保障上

の課題となっています。特にロシアによるウクライナ侵攻に続き、中東情勢の緊迫化による

ホルムズ海峡封鎖により化石燃料の調達リスクが現実のものとなっています。今こそ、国産

のエネルギーである再生可能エネルギーへの転換普及を加速し、国際情勢や円安に左右され

ない経済をつくっていくことが大切ではないでしょうか。2023 年度の再エネ電力比率は



22.9%に達していますが、欧州では再生可能エネルギーの割合が 90%近くに達している国

もあります。日本でも再エネの潜在的な導入可能量は現在の電力使用量を上回るとされてい

ます。 

 コロナ禍以降、持続可能で健全な経済につくり変えようというグリーンリカバリー（緑の

復興）の議論も世界的に広がっているといわれています。 

 持続可能な経済という視点からの再生可能エネルギーの戦略的な導入促進を県として行

っていくことが必要ではないでしょうか。まず知事のご認識をお聞きします。 

 さて、2024 年の世界の平均気温は、世界気象機関によると、観測開始以来もっとも暑

い年で、産業革命前に比べると 1.55 度上昇しました。このままでは、パリ協定の温暖化抑

制目標である、いわゆる「1.5 度目標」を超えて、後戻りできない破局的な事態に陥る危険

があります。今後の 10 年間に、全世界の温室効果ガス排出を 6 割削減できるかどうか、

ここに人類の未来がかかっています。 

 2035 年を期限とする新たな温室効果ガスの排出削減目標を国連に提出することになっ

ています。日本共産党は 2013 年度比で温室効果ガスの排出を 75%から最大 80％削減

（2019 年度比 71～77％削減）することをめざすよう提案しています。日本の温室効果

ガス排出量は世界で第 5 位、本県は国内第 8 位の排出量であることから、本県の取り組み

は重要です。本県でも 2030 年度目標の早期達成に全力を挙げ、さらに 2030 年には目標

以上の大幅な削減を目指すべきではないでしょうか。知事のお考えをお示しください。 

 私は、この春、県内の再生可能エネルギーの取り組みについていくつか調査しました。 

 真庭市では、木質バイオマス発電が有名ですが、さらに昨年からは生ごみをメタン発酵で

バイオガス発電させ、さらにメタン発酵消化液を液肥に変えて市民に配布するなど循環型の

先進的な取り組みもされていました。真庭市では生ごみをリサイクルすることにより、可燃

ごみの約 2 割の減量にも成功し焼却費の大幅削減もできたといわれていました。また、真

庭市のエネルギー自給率は 6 割を超えているそうです。高梁市では、未利用材のバイオマ

ス発電所が、笠岡市では、令和 6 年に牛ふん 100%のバイオガス発電所ができ、臭いも軽

減され酪農家も発電事業者も経済的に両立する取り組みが行われていました。いろんな課題

を資源に変えるその地域にあった多彩な循環型の取り組みが県内でも行われていると感じ

ました。 

 また、西粟倉村は、小水力発電や林業の活性化につながる木質バイオマス発電を導入し、

全国的にも評価の高い取り組みで、各家庭での政策も進めエネルギー自給率 100%を目指

しているといわれています。 

 県内の先進的な取り組みを応援し、さらに多くの自治体へ広がっていくように支援や啓発

が必要ではないでしょうか。 

 例えば、長野県では、環境部ゼロカーボン推進課再生可能エネルギー係が設置され、長野

県ゼロカーボン戦略に掲げる「2050 ゼロカーボン」の実現に向け、県内全体の再生可能

エネルギー生産量の増加を図るため、市町村及び民間事業者等が行う発電・熱利用事業や再

エネ普及に向けた課題解決等に取り組む地域協議会の活動へ補助金が出されています。 

 鳥取県では、一般家庭を対象にした、とっとり健康省エネ住宅「NE-ST」を実施し、県



産材を活用して自宅を新築すると最大 200 万円の補助金があります。 

 高知県では、環境への負荷を低減された木造・木質化された非住宅建築物等を「高知県環

境不動産」として認定し、容積率の緩和や不動産取得税の免除をしています。 

 本県でも積極的な取組が始まっていますが、カーボンニュートラルの実現に向けてより戦

略的に進めるため、省エネ・再エネ推進応援事業として、補助制度や優遇制度などさらに踏

み込んだ支援の創設を進めてはどうでしょうか。環境文化部長にお聞きします。 

 

■答弁 伊原木知事 

 お答えいたします。再生可能エネルギーについてのご質問であります。 

 まず導入促進についてでありますが、再生可能エネルギーの普及拡大は、脱炭素社会の実

現やエネルギー安全保障の観点から重要な対策であると考えております。 

 このため県では、地球温暖化対策実行計画において、2030 年度の再生可能エネルギー

導入率を 27.9%とする目標を掲げ、自家消費型の太陽光発電設備導入費用を支援するなど、

各種施策を実施しているところであります。 

 引き続き、目標達成に向け、県民、事業者、市町村など様々な主体による取り組みを支援

し、さらなる導入が進むよう、しっかり取り組んでまいりたいと存じます。 

 次に、温室効果ガス排出量の削減目標についてでありますが、県では 2030 年度に 2013

年度比で 39.3%削減することを目標に各種施策に取り組み、2023 年度速報値で 24.6%

削減まで進んでおりますが、近年の削減ペースは鈍化傾向にあります。 

 このため、ご指摘も踏まえつつ、目標達成に向け、県民、事業者、市町村等と一体となっ

て、より一層取り組みを進めてまいりたいと存じます。以上でございます。 

 

■答弁 環境文化部長 

 お答えいたします。 

 支援制度の創設についてでありますが、これまでも家庭が省・創・蓄エネ設備を導入する

ための費用や、市町村が再エネ発電設備やコージェネレーション設備等を導入するための経

費への補助などを行っております。 

 引き続き、脱炭素社会の実現に向け、他県の事例や県民、事業者、市町村等のニーズを踏

まえながら、効果的な支援の実施に努めてまいりたいと存じます。以上でございます。 

 

■再質問 須増議員 

 ありがとうございます。知事、目標達成に向け取り組んでおられることはいいんですけど

も、鈍化しているという評価もありました。これからの 10 年が大切っていうキーワードが

とっても大事だと思ってまして、もう 1.55 度になっていて、これから戻れない数字になっ

ては困るわけで、これからの 10 年という時間枠でスピードを上げて削減しなきゃいけない

ってことについて、どう感じておられますか。 

 

■答弁 伊原木知事 



 脱炭素化進めていかなければならないわけでありますけれども、これもコストとのトレー

ドオフというものがございます。先ほど議員ご指摘のように、県民の生活が厳しい中で、さ

らにこの負担を課すということはなかなか難しい側面もあります。また、これ当たり前のこ

とですけれども、全人類で取り組むべき課題でありまして、ある国は排出し放題、ある国が

一生懸命頑張っても、あまり意味のないことでありまして、ぜひ全世界で足並みを揃えなが

ら、それぞれで約束をした目標をきちんと達成していく。それが非常に大事なのではないか

と考えております。 

 

■再々質問 須増議員 

 知事、コストという言葉言われたんですけれど、経済を発展させる上でも、再生可能エネ

ルギーという視点っていうのは今注目されてるんじゃないかと思っているんですけれど、そ

の辺いかがですか。 

 

■答弁 伊原木知事 

 このコストのかかることが、経済を発展させると言うのは、例えば省エネであったことで

ありますけれども、必ずしもそちらの方に必ず行くというわけではない。当面出てくるのは

コスト、ということでございます。 

 

■再質問 須増議員 

 初期投資、コストかかるっていうお話だと思うんですけれど、経済を発展させるためにも、

再生可能エネルギーを普及させるってことが、電力を地産地消していく、この安上がりの電

力にもなる、そういう視点で言いたいわけなんです。原油由来とか、海外のこの、ものに頼

るのではなくてっていう意味なんですけれども、いかがですか。 

 

■答弁 伊原木知事 

 経済の仕組みを変えるにあたって、順番ですとか、他の地域の状況というのが非常に大事

でありまして、例えば、よかれと思ってエネルギー構成を変えることで、エネルギー価格全

体が上昇をして、国際競争力が顕著に落ちて、国内の雇用の状況が大変になっているという

実例が、ちょっと国名を挙げるのは控えさせていただきますけれども、実際にあるというこ

とでありますので、単純に、環境に対して投資をするといいことが巡るというほど、事態は

単純ではないと考えております。 

 

■要望 

知事、いずれにしてもカーボンニュートラル目指す本県ですので前向きにお願いしたいと思

います。 

 

■再質問 須増議員 

 取り組み色々されてるの存じ上げてるんですけれども、先ほど事例に上げた長野のように



戦略課を作ってやるとか、税金を免除するとか、多岐に渡った多様な取組で更に枠を広げた

支援が行われていると思うんですけれども、そういう意味での戦略的に鈍化している目標を

前に進めるための戦略を考えられないでしょうか。 

 

■答弁 環境文化部長 

 再質問にお答えします。他県でいろいろ取り組みをされているのは承知しております。例

えば高知県とか鳥取県の例を出されてますが、観点は違うんですけれども、県産木材を使用

した補助っていうのは、わが県でも農林水産部の方がしているところであります。こうした

情報いろいろ見ながらですね、本県に合った施策っていうものを今後考えながら実施をして

いきたいと思います。以上でございます。 

 

■再々質問 須増議員 

 県産材だと農林みたいな風になってて、やっぱり環境からのアプローチっていうのが、い

ろんな課と協力して、もっと幅広くできるんじゃないかと。そういう思いなんですけれども、

そういう協力っていうのは、課を、部局を越えてできないもんなんでしょうか。 

 

■答弁 環境文化部長 

 再質問にお答えします。環境に関する事と言いますか、脱炭素社会の実現に向けては全庁

挙げて、産業労働部であったり、農林水産部、その他関係部がたくさんあります。県として

も、地球温暖化対策・防止プロジェクト推進会議というもので、国とか県とか産官学金、連

携した会議を持ってますので、そういった中で情報交換を進めながら、施策を進めてまいり

たいと思います。以上でございます。 

 

■質問４、子どもの遊び場について 

 子どもの遊びの質的な変化として、屋外における遊び時間が減少し動植物などの自然の素

材を活用した地域的、伝統的な遊び、さらに、自然の中での体験が減少しているといわれ、

また交友関係の縮小、希薄化、年齢と能力の異なる者の集団から年齢が同じで能力の同様な

集団ないし個人での遊びへといった変化が指摘されています。子どもの遊びと経験が発達に

影響することは明らかで、子どもの遊ぶ環境を多様に充実させる必要があると考えますが、

子ども・福祉部長のご所見をお伺いします。 

 特に、屋外の遊びについて、すでに夏の暑さが早くから始まり、暑熱対策も大切なことで

あり、屋外で活動できる時間がずっと減少してきています。できるだけ長く屋外で遊べるよ

うに、公園での日陰づくりやミストシャワーや水辺の設置、遊具の断熱遮熱塗装対策などの

徹底が必要ではないでしょうか。また、真夏は熱中症警戒アラートが連日発信されるなど、

そもそも外では遊べない状況であることから、室内で遊ぶ空間の整備が必要です。子どもが

遊べる屋内空間の確保・拡大についてどうお考えでしょうか。併せて、市町村への支援も含

め、子ども・福祉部長に伺います。 

 



■答弁 子ども・福祉部長 

 お答えいたします。 

 子どもの遊び場についてのご質問であります。 

 まず所見についてでありますが、都市化の進展や交通量の増大等により、子どもが安心し

てのびのびと遊べる場所が少なくなってきていることから、身近な遊び場や地域の遊び等の

拠点の充実が必要であると考えております。 

 県では、子育て支援センターや児童館等を、親子でくつろげる場や友達づくりの場、地域

の文化や社会性を育む場として「ももっこステーション」に認定し、周知を図っているとこ

ろであり、引き続きこうした取り組みを通じ、子どもの遊ぶ環境の充実に努めてまいりたい

と存じます。 

 次に暑熱対策等についてでありますが、近年の著しい猛暑が続く中で、子どもができるだ

け長く安全に外で遊べるようにするためには、公園の状況に応じた暑熱対策が必要であり、

すでに県や市町村の施設において、様々な取り組みが進められていると承知しております。 

 また、屋内でも子どもが遊ぶことができる空間として、すでに子育て広場や児童館等が活

用されていることから、市町村とも連携しながら、ホームページ等を通じてこうした施設の

利用を呼びかけてまいりたいと存じます。以上でございます。 

 

■質問５、コメ政策について 

 昨年来の「令和の米騒動」は国民生活に大きな打撃を与えました。日本の水田農業が国民

の主食の需要を十分に満たすことができなくなっていることは重大です。しかし、国の水田

政策の見直し案は、国際的には当たり前になっている価格保障・所得補償を排除し、農家へ

の直接支援制度の拡充に背を向け、むしろ縮小するものです。非主食用米や業務用米、飼料

用米などへの支援も、いっそう対象の絞り込みを図ろうとしています。 

 「水田農家の平均年齢は 71 歳。あと 5 年が限界」といわれ、鈴木宣弘東大教授は、今

回のホルムズ海峡の閉鎖で日本人の飢餓リスクが一段と高まったと警告します。「日本の食

料自給率 38％は見かけだけ。海外に依存する肥料や種に加えてエネルギー自給率の低さを

加味すると実質数％になる」とも述べています。そこでお伺いします。 

 コメ農家が必要な収入額と消費者が払える額のギャップを埋める所得補償の政策がいま

こそ必要ではないでしょうか。また、農業や生産者の実態への理解が進むような消費者への

啓発も必要だと感じます。併せて、知事のお考えをお示しください。 

 また、米の価格が高騰している中にあっても、離農と荒廃農地の拡大は止まらない傾向が

あるといわれています。県内の状況について、農林水産部長にお伺いします。 

 

■答弁 伊原木知事 

 コメ政策についてのご質問であります。 

 所得保障等についてでありますが、現在国は、生産性向上や需要に応じた生産を支援する

方針で、水田農業に関係する各種支援制度の見直しを検討しており、その行方を注視してい

るところであります。 



 また、生産現場の実態等の理解については、消費者等に対して必要な情報提供を行うよう、

全国知事会等を通じて国に働きかけてまいりたいと存じます。以上でございます。 

 

■答弁 農林水産部長 

 お答えいたします。 

 県内の状況についてでありますが、稲を作付けする農家は、令和 7 年までの 5 年間で約

5800 経営体減少し、約 1 万 7000 経営体となっております。 

 また、県全体の耕地面積は、同じ期間で 2400 ヘクタール減少しているところでありま

す。以上でございます。 

 

■再質問 須増議員 

 ありがとうございます。農業なんですけれども、所得保障なかなか国も言わないんですけ

ど、さっき知事が答弁された中身で、国が需要に応じて対応しているってことだったんです

けど、減反政策に対しては、国は責任は持たないし、やらないけど、減反は求めるっていう

ことになっていて、結局保障はないのに減反される。で、転作に対する予算も削られるって

いう、今回、改正が行われようとしてるんですね。で、それはやっぱさすがにひどいだろう

と思うんだけれども、その点についてどう思いますか。 

 

■答弁 伊原木知事 

 私も、農政に詳しいわけではありませんけれども、国とすれば、減反政策、俗にいう減反

政策というものは、今はやっていないと理解をしています。 

 

■再々質問 須増議員 

 減反政策をしていないので、減反を求めて、「これだけ供給増になってるから減反してく

ださいね」っていう、要請だけなんですよ。だから、保障もないってことなんです。でもそ

れは減反政策と同じことじゃないでしょうか。 

 

■答弁 伊原木知事 

 言葉の定義によるのかもしれませんけれども、国の方で強制をしているというふうには思

っていません。需給を揃えるというのはどういう製品にとっても大事なことだと思います。

国は、そういう情報提供をするなり、そういうことはしているんだろうと思います。 

 

■要望 須増議員 

 やはり農業というのは国として支えていくべきだと前提を思うわけなんですけれども、そ

ういうふうに、供給をどういうふうに検討し、安定的に、農業を支えるかっていうのを、責

任持って行かなきゃいけないのに、それを自由に任せていろんなことが起こるわけですから、

そこはやっぱり国として丁寧に対応すべきだし、転作すれば保障もするべきだというふうに

思いますので、要望ですけれども、お願いしたいと思います。 



 また、岡山県の農政局が出している資料を見ると、荒廃農地が、令和 6 年全国 1 位で、

荒廃農地が 912 ヘクタールと大きいんですね。やっぱり、離農して耕作放棄地になってる

農地が、岡山県多いということが実態としてあります。県としても努力していただきたいと

要望いたします。 

 

■質問６、在留資格の厳格化について 

 外国人経営者や在留外国人に関して、昨年 10 月から出入国在留管理庁が「経営・管理」

在留資格要件を厳格化しました。厳しくなった要件は、日本語能力などが求められ、必要な

資本金等が 5 百万円から 6 倍の 3 千万円に引き上げられました。統計をみても資本金 3 千

万円以上の会社は全体の 1 割弱といわれ、黒字でも、地域に親しまれていても、店を閉じ

なければならなくなる可能性があるといいます。30 年前に来日したインドの方は、「子ど

もは日本で生まれ、いま高校生で日本語しかしゃべれない。日本の友達しかいない。苦労し

て家も買った。それを一方的にインドに帰れといわれ、どうすればいいのか」と言われてい

ます。外国籍の人びとの生業やくらしを困難にする問題です。 

 また、令和 7 年末時点で全国の在留外国人数は過去最高の約 413 万人に達するなか、今

年の国会において、在留資格の更新・変更手数料の上限も大幅に値上げされることが確定し

ました。具体的な改正後の手数料額は決定されていませんが、在留資格の更新・変更は、現

行の 2 倍から 10 倍程度の 1 万円〜7 万円、永住許可で現行の 20 倍程度の 20 万円と大

幅な値上がりとなるといわれています。 

 本県での外国人経営者や在留外国人の実態についてどう影響があると把握していますか。

共生社会の実現を目指す本県として、国に対し今回の大幅値上げの撤回や軽減を求めるべき

ではないでしょうか。また、この度の改正についての具体的な相談窓口の設置が必要ではな

いでしょうか。あわせて県民生活部長のお考えをお示しください。 

 

■答弁 県民生活部長 

 お答えいたします。 

 在留資格の厳格化についてのご質問でありますが、経営管理の在留資格要件の厳格化や、

在留資格の更新手数料等の引き上げは、在留資格の不法取得の防止や、共生社会の実現に向

けて、在留外国人にも相応の負担を求める、といった観点から、国において判断されたもの

と認識しております。 

 昨年 6 月末時点で、本県に経営管理の在留資格で在留している外国人は、19 カ国 240

人であり、現時点でこの度の制度改正による影響は不明であり、県の外国人相談センターへ

の相談実績もないことから、お話の相談窓口の設置や、国に対する撤回等の要望については、

考えていないところであります。 

 引き続き、相談等の状況を注視してまいりたいと存じます。以上でございます。 

 

■質問７、学校トイレの改善について 

 公立学校施設のトイレの洋式化について、国の状況調査によると、令和 5 年の全国の公



立小中学校では 68.3%となっています。学校のトイレは子どもたちから、「暗い」「怖い」

「汚くて臭い」「できれば行きたくない」といったマイナスイメージを持たれやすい場所と

して挙げられています。トイレを我慢することで、授業に集中できない、体調不良や便秘の

原因になる、学校自体へのネガティブな印象につながる、といった悪影響も指摘されていま

す。 

 また、令和 6 年の全国の公立小中学校のバリアフリー対応トイレの設置率は 74.4%とな

っています。 

 そのようななか、小中学校施設を管理する市町村では、洋式化を一気に進める自治体も生

まれています。 

 そこでお聞きします。 

 県立学校の洋式化率、バリアフリートイレの設置率はどうなっているでしょうか。また、

県立高校の魅力向上を進める意味でも、ぜひ重点的に改善していくべきではないでしょうか。

併せて、教育長のお考えをお示しください。 

 

■答弁 教育長 

 お答えいたします。 

 学校トイレの改善についてのご質問でありますが、本年 5 月時点の県立学校のトイレの

洋式化率は 66.0%、バリアフリートイレを設置する学校の割合は 92.8%であります。 

 県教委では、これまでも主に校舎の長寿命化改修に合わせて、効率的にトイレの洋式化等

を進めてきたところであり、引き続き、生徒のニーズや状況も踏まえながら、衛生的で明る

く使いやすいトイレの整備を進めてまいりたいと存じます。以上でございます。 


